
（平成２６年６月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）
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主な事業の
実績・計画

・業務運用作業・システム改修作業委
託等    128,769千円
・電算機器等使用料　　151,132千円
・納付書等各種帳票印刷 　 13,659千
円
・ネットワーク配線等工事費　  337千円
・通信回線費　2,191千円
・その他（システム関連消耗品、負担金
等）　　　3,502千円

（行政情報化推進事業）
・市HPコンテンツ管理システム運用管
理及び通信回線維持
・総合行政ネットワーク（LGWAN）提供
設備運用管理及び通信回線維持
・機器使用料　　　  5,073千円
・保守等委託料　　　 526千円
・通信回線費他 　　　91千円

総合住民情報及び統合型行
政内部情報システムの各種運
用、
庁内情報ネットワークシステム
の運用（WindowsXP保守終了
等による情報セキュリティ強化
対応）

会計区分

一般会計

総務費

総務管理費

・総合住民情報システム、戸籍システム等住民情報関
連システム（約50システム）の運用管理及び稼働維持
・住民基本台帳法等改正に伴う住民情報関連システム
の改修及び機器更改
・上記システムに係る機器及びパッケージソフト賃貸借
・保険証、税納付書などの印刷及び出力作業
・統合型行政内部情報システムの運用管理

H.27年度(事業計画) H.28年度(事業計画)

電子市役所の実現

重点施策コード 5-4.質の高いサービスの向上

H.25年度（事業量・取組実績） H.26年度（事業量・取組計画）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

（中事業名）※予算書事業名

情報システム運用管理費

総
合
計
画

政 策 新しい時代を拓く自立と協働による地域経営

基本政策 市民志向のサービス提供

施 策 質の高いサービス

小 施 策

総務部 情報政策室 中野雅夫

事務事業名

担当部局名 担当室名 室長名

(H.26)No.

情報システム運用管理費

H.26年度(作成時予算額)H.25年度（決算見込）

事業内容

H.29年度(事業計画)

総合住民情報シス
テム及び統合型行
政内部情報システ
ムの運用、庁内情
報ネットワークシス
テムの運用

総合住民情報シ
ステム及び統合
型行政内部情報
システムの運用、
庁内情報ネット
ワークシステムの
運用

総合住民情報シス
テム及び統合型行
政内部情報システ
ムの運用、庁内情
報ネットワークシス
テムの運用

6010 (H.25)No.

事業コード 022501

6010

WindowsXPの保守サポート終了を受け、端末機の入れ替えを実施す
る必要がある。

考察（H.25年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

30,000 30,000

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

住民基本台帳法改正対応作業(適応日改修）を実施した。あわせて戸
籍副本管理システムを稼働した。また、情報系ネットワークの再構築を
行い、WindowsXP保守対応終了による使用環境変更への対応準備に
着手できた。

6,773 6,773

①直接事業費

（小事業名）

ＩＴ推進事業費 情報システム運用管理費

H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)H.27年度(計画予算)

事業目的（めざす効果）

・住民基本台帳、戸籍、税、保険等行政サービスの基
盤となる住民情報関連システムを安定的に運用する。
・統合型行政内部情報システムの運用により、財務会
計、文書管理等行政事務の効率的な執行を確保する。

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない

電子市役所の実現を図る中で、必要な基盤維持の事業である。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

本事業は、市の情報システムの運用事業であり、窓口サービス等の
充実や電子市役所の実現を図る上で、大きく貢献している。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ａ（２つ以上の施策指標達成に貢献又は基本方針達成に特に貢献）


